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2020 年度 防災訓練実施計画書 
 

１．訓練目的 

 

(1) 訓練目的設定の考え方 

 

  ａ．発電所 

    今年度実施する防災訓練の目的は，以下の３点を考慮して設定するものとする。 

 

(a) 原子力防災訓練中期計画における今年度訓練の位置付け 

     志賀原子力発電所で定める中長期計画においては，「あらゆる状況下におい

て，必達事項を迅速かつ確実に実施できること」を組織の最終到達目標として

設定し，以下のとおり年度毎に組織としての到達目標を計画している。 

年度 組織の到達目標 

2013 

～2017 

・平日昼間帯の単独被災（運転号機）又は複数号機被災時に，確実な

対応ができること 

・夜間帯又は休日昼間の単独被災時（運転号機）に，最低限必要な対

応ができること 

2018 

～2019 

・「夜間帯又は休日昼間の単独被災（運転号機）」又は「複数号機発災

時」に，確実な対応ができること 

・上記の対応において，訓練で模擬又はスキップ（省略）した活動（プ

ルーム放出前の退避，外部からの支援等）の実効性を検証の上，要

改善事項の洗い出し，対応能力向上が図れること 

2020 

・緊急時対応に必要な最低人数の精査（新型コロナウイルス COVID-19

感染防止対策及び２交替体制を見据えた要員の適正配置） 

・本部・各機能班の緊急時対応マニュアルの精査（新規制定又は適正

化・改訂） 

・力量教育・認定の仕組み検討，構築準備 

2021 

・２交替体制で事故対応が可能 

・緊急時対応マニュアルを活用しての事故対応が可能（改善点の抽出・

改善） 

・力量教育・認定の運用試行 

2022 ・多様な訓練シナリオでの対応検証 

    ⇒上記のとおり，今年度の到達目標として定めている「緊急時対応に必要な最

低人数の精査」，「緊急時対応マニュアルの精査」を行った結果について訓練

の中で検証することを訓練の目的として設定する（今年度訓練の目的①）。 

 

   (b) 昨年度訓練の改善対応 

     昨年度実施した訓練において抽出された以下の課題に対する改善点につい

て検証することを目的として設定する（今年度訓練の目的②）。 

    ≪2019 年度事業者防災訓練における課題≫ 

通報文の記載において，以下のとおり一部必要情報を把握しづらい箇所が

あった。 

     ○原災法第 10 条通報様式の「その他特定事象の把握に参考となる情報」欄

には，「別紙参照」と記載し，別紙にて事象発生以降の全ての時系列情

報に新たな情報を追記する形で記載していたが，必要情報が把握しづら

別紙１－１ 
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かった。また，本紙と別紙の２枚でＦＡＸ送受信するため，速達性の観

点から改善の余地があった。 

     ○原災法第 25 条報告様式の「発生事象と対応の概要」欄は，前回報告事項

や第 10 条事象発生以前の情報が全て列記されており，必要情報を把握し

づらかった。 

     ○応急措置の報告に時間を要していると捉えられる場面があった。 

 

(c) 感染症対策下における本部運営 

     新型コロナウイルス感染症対策を踏まえて実施した対策（密接の防止など）

により，原子力災害対応に必要な社内外への情報共有が従来よりも難しくなる

ことが想定されことから，対策を行ったうえでも円滑な本部運営ができるか検

証することを目的とする（今年度訓練の目的③）。 

 

  ｂ．原子力部（本店） 

    今年度実施する防災訓練の目的は，以下の３点を考慮して設定するものとする。 

 

   (a) 原子力防災訓練中期計画における今年度訓練の位置付け 

     原子力部で定める中長期計画においては，災害対策組織の緊急時対応能力を

継続的・計画的に向上させることを目的とし，「少人数体制の構築」「立地の離

れた拠点間の連携機能強化」目標として設定した上で，以下のとおり年度毎に

組織としての到達目標を計画している。 

年度 組織の到達目標 

2020 

・少人数体制の構築（各Ｇｒの要員を１割削減した状態で訓練を実施） 

・発電所の活動を阻害することなく，立地の離れた原子力本部（志賀

町）と本店（富山市）が連携できる運用の整備 

2021 

・少人数体制の構築（各Ｇｒの要員を２割削減した状態で訓練を実施） 

・立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）の連携機能強

化に係るインフラの整備 

2022 

・少人数体制の構築（各Ｇｒの要員を４割削減した状態で訓練を実施） 

・立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で各機

能班からの適切な間隔での報告と総本部長（社長）による意思決定

の実施 

    ⇒上記のとおり，今年度の到達目標を定め，訓練の中で以下を検証することを

訓練の目的として設定する。 

・少人数体制（１割削減）で定められた活動（あるべき姿）を漏れなく実施

できること（今年度訓練の目的④）。 

・立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で各機能班は

総本部長（社長）へブリーフィングで情報連絡ができること（今年度訓練

の目的⑤）。 

 

(b) 昨年度訓練の改善対応 

     昨年度実施した訓練において抽出された以下の課題に対する改善点につい

て検証することを目的として設定する（今年度訓練の目的⑥）。 

    ≪2019 年度事業者防災訓練における課題≫ 

○ 戦略に係る一部のプラント操作において，操作の予告や実施状況を適切な 

タイミングでＥＲＣプラント班に情報共有できないときがあった。 
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(c) 感染症対策下における原子力本部運営 

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえて実施した対策（密接の防止など）

により，原子力災害対応に必要な社内外への情報共有が従来よりも難しくなる

ことが想定されることから，対策を行ったうえでも円滑な本部運営ができるか

検証することを目的とする（今年度訓練の目的⑦）。 

 

(2) 訓練目的 

   本訓練は以下に示す点を主眼に置いた訓練を実施することで，対応要員の習熟を

図ることを目的とする。 

実施箇所 訓練目的 

発電所 

①各機能班において精査した「緊急時対応に必要な最低人数」で

の対応を行い※，各班が緊急時対応マニュアルで定める必須事

項を漏れなく実施できることを検証 
 ※：本来であれば，事象発生後の長期対応に備え対応要員を減らしていく

ものであるが，本訓練では新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ，
序盤から最低人数しか参集できなかった想定として訓練を実施する。 

②１，２号同時発災下においても作成した通報文が必要情報の把

握，速達性の観点で適切な記載となっていることの検証 

 また，原災法 25 条報告を必要なタイミングで遅滞なく作成・

発信できることを検証 

③新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，本

部運営及び社内外の情報共有が支障なく実施できることを検

証 

原子力部 

（本店） 

④少人数体制（１割削減）で定められた活動（あるべき姿）を漏

れなく実施できることを検証 

⑤立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で

各機能班が総本部長（社長）へブリーフィングで情報連絡をで

きることを検証 

⑥ＥＲＣへの説明時において，事前に見込まれる戦略について，

適宜，各施策をバランスよく説明できること，及びＳＰＤＳ画

面（訓練時はシミュレータ画面）で主要パラメータが急変した

場合は考えられる原因を速やかに説明するとともに，正確な原

因を入手・整理した後，再度説明できることを検証 

⑦新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，原

子力部本部運営及び社内外の情報共有が支障なく実施できる

ことを検証 
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２．実施日時 

 【総合訓練】 

  2021 年１月 22 日（金）13:10 ～ 16:30 

 【要素訓練】 

  2020 年 10 月 28 日（水）13:30 ～ 16:00[現場実動訓練] 

（９月 17 日計画書説明済み） 

 【要素訓練（原子力事業所災害対策支援拠点訓練）】 

2021 年１月 21 日（木）10:00 ～ 16:00 

 

３．想定事象 

 

(1) プラント運転状態 

   １号機：長期停止中（炉心に燃料なし） 

２号機：定格電気出力一定運転中 

 

(2) 事象想定 

   平日の早朝（定時外）に原子力災害が発生（原子力災害対策特別措置法第 15 条に

進展） 

 

(3) スキップの有無等 

   事象の早回し，事象のスキップは実施せず 

 

(4) ＳＰＤＳの使用 

   ○発電所－即応センター間のプラント情報表示システム 

    ・訓練シミュレータと連動した訓練を実施するため，訓練シミュレータから出

力したプラントパラメータを訓練で使用 

    ・また，訓練シミュレータ表示端末により，訓練シミュレータのパラメータを

閲覧することが可能 

   ○即応センター－ＥＲＣ間のプラント情報表示システム 

    訓練シミュレータの画面にて以下の２つの方法で表示可能 

     ①統合原子力防災ネットワークのＴＶ会議システムにより即応センターＥ

ＲＣ対応者からＥＲＣへ表示 

     ②原子力規制庁から当社ＥＲＣリエゾンへ要求があれば，随時，訓練シミュ

レータ表示端末を操作し，ディスプレイへ表示 

 

  



 5

４．訓練項目 

 【発電所】 

訓練項目 訓練概要 備考 

緊急時演習（総合訓練） 

添付資料１参照 ― 

アクシデントマネジメント訓練 

通報訓練 

原子力災害医療訓練 

緊急時環境放射線モニタリング訓練 

避難誘導訓練 

その他必要と認める訓練 

遠隔操作ロボットの操作訓練 

オフサイトセンター要員派遣訓練 

 

【原子力部（本店）】 

訓練項目 訓練概要 備考 

緊急時演習（総合訓練） 

添付資料１参照 

― 

その他必要と認める訓練  

原子力事業所災害対策支援拠点訓練 一部要素訓練 

原子力緊急事態支援組織連携訓練 

― 
記者会見対応訓練 

原子力事業者支援連携訓練 

オフサイトセンター連携訓練 

 

５．訓練内容 

 

(1) 実施体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 発電所増設緊急時対策所のレイアウト図は添付資料２参照 

 

(3) 即応センターのレイアウト図は添付資料３参照 

 

通報連絡 
及び 
支援要請 

中央制御室 

⇒２号運転シ

ミュレータ

と連動 

情報連携,FAX 送信 
 

他の原子力事業者 

石川支店 

情報連携,FAX 送信 

 本店 

原子力緊急 

事態支援組織 
FAX 送信 

情報連絡 

通報連絡 

及び 

協力要請 

東京支社 

原子力本部 

（即応センター） 

連携 

原子力事業所 

災害対策支援拠点 

原子力規制庁 

緊急時対応センター 

（ＥＲＣ） 

FAX 送信 

ＯＦＣ 志賀原子力 

発電所 情報連携,FAX 送信 

輸送（想定） 

輸送（事前） 

情報連携,FAX 送信 
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(4) 即応センター内ＥＲＣ対応ブースの配席図は添付資料４参照 

 

(5) ＥＲＣ対応ブースの役割分担は添付資料５参照 

 

６．評価方法 

 【発電所】 

(1) 訓練観察による評価 

   観察シートを用いて訓練観察を実施し，訓練後に活動を評価 

 

(2) 第三者による評価 

   訓練を録画した映像・音声データを基に他の原子力事業者が評価シートを用いて

評価 

 

(3) 反省会 

   訓練参加者及び訓練事務局にて反省会を実施し，改善事項を抽出 

 

【原子力部（本店）】 

(1) 訓練観察による評価 

・訓練中に観察者が訓練観察シートを用いて評価 

・訓練後に，観察結果から課題を抽出 

 

(2) 第三者による評価 

・訓練中に他の原子力事業者が訓練観察シートを用いて評価 

（新型コロナウイルス感染防止のため，訓練を録画した映像・音声データを基

にした観察への変更も考慮） 

・訓練後に，観察結果から課題を抽出 

 

(3) 反省会 

・訓練後に訓練事務局を含めた訓練参加者による全体の反省会及び機能班（ない

し機能Ｇｒ）毎の反省会を実施し，課題を抽出 

・他電力の評価者と意見交換会を実施し，課題を抽出 

 

以 上 











︓空席

原⼦⼒本部
原⼦⼒施設事態即応センター

本店

緊急時対策所

緊急時対策所レイアウト

統合
防災
FAX 図書ラックラック

UPS

UPSUPS

プリ
ンタ

コピー機

ラック 衛星FAX

本部

検
査
官

情報班

情報総括

放安班

出入口

警備班

⼀⻫FAX

社内ＴＶ会議ユニット・カメラ

火災受信器盤

統合防災ＴＶ会議
ディスプレイ

プラント班

技術総括

本
部
長

本
部
長
代
理

２
号
炉
主
任

１
号
炉
主
任

書画
装置

総務班

スクリーンスクリーン

プロ
ジェクタ

プロ
ジェクタ

復旧班

即応班

技術班

広報班

総務班[6人]情報班[12人]

プラント班[7人]緊急時即応班[6人]

放射線管理班[4人]

技術班[10人]

本部[15人]

バイオ
トイレ

バイオ
トイレ

ラ
ッ
ク

広報班[4人]

ＴＶ会議で接続

添付資料２

原則約１ｍ確保

各班卓では正面に
着席しない

正面に着席する場合や
距離を確保できない場合は，
物理遮へいを設置

パーテーション
プレート

復旧班[9人]

警備班[4人]



添付資料３ 

 

即応センター レイアウト図 
 

原子力本部 ２階緊対室 原子力本部 ３階執務室 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

部屋名称 使用用途（実災害時） 

２階201・202会議室 他の原子力事業者の評価者の控室 

（実災害時は国派遣者執務室を想定） 

３階TV会議室 他の原子力事業者の評価者の評価用 

（実災害時は別の社内TV会議使用） 

３階301会議室 予備 

２階202応接室 原子力本部に移動してきた社長への状況報告実施場所 

２階203会議室 原子力規制庁殿控室 
 

 

社内FAX 
 
 

コピー機  

ラック 

ラック 

  

TV 統合防災 

通信盤 
UPS 

社内TV会議システム 

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド 

コ
ル
ク
ボ
ー
ド 

原子力班長○  
 

技術支援Grﾘｰﾀ゙ ｰ● 
 
 

TV 

 

音響 
ｼｽﾃﾑ 

F-NET送信FAX 
 
 

IP-FAX#1 

（衛星） 
陸電原子力本部_衛星 

IP-FAX#1 

（地上） 
北電原子力本部ﾋ゙ﾙ#1 

IP-FAX#2 

（地上） 
北電原子力本部ﾋ゙ﾙ#2 

 

TV会議端末PC 

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド 

コルクボード 

広報Gr● 
(プレス、Q&Aの 

編集、印刷) 

原子力班副班長● 

 

社内FAX 

［衛星］ 
 
 

衛星携帯電話 

柱 

広報Grﾘｰﾀ゙ ｰ● 

緊対室ｶﾒﾗ 

緊対室ｶﾒﾗ 

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド 

総括担当● 
（ｻｳﾝﾄ゙ ｺﾝﾄﾛｰﾗ）

卓上ｽﾋ゚ ｶーー  

●
対外対応Gr

ﾘｰﾀﾞｰ

ラック 

 

運営Gr● ＠廊下で待機 ×５名 

（着信確認等［電話は廊下または執務室で実施］）  

卓上ｽﾋ゚ ｶーー  

プリンタ 

 

ﾌ゚ ﾘﾝﾀ 
（カラー）
 

ホワイトボード（ 

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド 

 

運営Grﾘｰﾀ゙  ー
      ● 

 

     
物資支援Grﾘｰﾀ゙ ｰ

● 

PIﾊ゚ ｿｺﾝ 

模擬 
SPDS端末 

内線電話 統合防災 
電話（電力）

 
サ
ブ 

モ
ニ
タ 【社内】 

内線電話 

災害優先電話 

 

サ
ブ
モ
ニ
タ 

【社内】 

志賀原直通 

ホットライン 

内線電話 

ＩＰ電話［衛星］

 

ＩＰ電話 
[地上] 

内線電話 

卓上ｽﾋ゚ ｶー  ー

内線電話 

内線電話 

書
画
装
置 

内線電話［衛星］ 

● 総括担当 

（連絡窓口，総括補助） 
 

● 
総括担当 

（本部卓機器操作） 
 

SAｼﾐｭﾚー ﾀ 

時計 

国TV会議 
システム 

電子ボード 

プリンタ 

電子ボード 
ﾊ゚ ｿｺﾝ 

カラー， 
スキャナ， 

プリンタ 
機能付き 

ERC対応ブース 

●総括担当 
（ﾎｯﾄﾗｲﾝ） 

総括担当● 
（ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄ゙ ）

体制ホワイトボード 

総本部長（社長）○ 

●地域社会班長 

 

○総本部長代理 

○本店広報班長 

 

 ● 

ERC対応者補助 
（仕切り役） 

● ERC対応者 
(ﾒｲﾝｽﾋ゚ ｰｶ )ー 

● ERC対応者 
（ｻﾌﾞｽﾋﾟｰｶ―） 

 

 対外 

対応Gr 
（ﾎｯﾄﾗｲﾝ2） 
 ● 

 

●対外対応Gr 

（ERCﾘｴｿﾞﾝ対応） 

 ●対外対応Gr 
（質問管理1） 

書画 
装置 

ＩＰ電話 
［衛星］ 

ＩＰ電話 
[地上] 

ERC 対応ブース 
FAX 

内線電話 

代表電話３ 

ＩＰ電話 

[地上] 

 

発電所モニタ 
タブレット 

サ
ブ
モ
ニ
タ 

プリンタ 

対外 
対応Gr 

（SPDS操作） 
● 

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド 柱 

国
Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム 

サ
ブ
モ
ニ
タ

○原子力規制庁殿 

○原子力規制庁殿 

○副総本部長 
（OFC派遣後は総括担当） 

対外 

対応Gr 
（戦略COP管理） 

● 

 

 ●対外対応Gr 
（質問管理2） 

●対外対応Gr 
(プラント状態COP管理， 

ERCリエゾン資料管理 ) 

緊対室ｶﾒﾗﾓﾆﾀ TV会議ﾓﾆﾀ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TV会議ﾓﾆﾀ TV会議ﾓﾆﾀ 

部部長 

※１：ＰＣ操作の活動が少ないことから，緊対室前の廊下での活動も可。 

※２：物資支援Grの本店活動者は本店10階北側TV会議室にて活動。 

●技術支援Gr 
 

 

部長 

応接室 

● 

企画 T 統括 専任課長 

原子力企画 
発電運営 T 統括 設備管理 T 統括 品質保証 T 統括 

●技術支援Gr 
 
 

●技術支援Gr 
 
 

●技術支援Gr 
 

 

●技術支援Gr 
 

 

●物資 
  支援Gr 

 

●物資 
  支援Gr 

 

●広報Gr 

●広報Gr ● ● ●広報Gr 

●広報Gr 

●運営Gr ● 

●運営Gr ● 

 

 

 

 

 

 総括担当● 
（本部卓機器操作）

新型コロナ感染防止対策 
 ① ソーシャルディスタンスの確保（原則１ｍ離隔，対面着席なし） 
  【広報Ｇｒ，技術支援Ｇｒ，物資支援Ｇｒは原則リーダー以外執務室にて対応】 

 ② 対面着席となる場合，パーテーションを設置し，物理的に遮蔽 

総括担当 
（連絡窓口，総括補助） 

●  

●技術支援Gr 

 
 

物資支援Gr 

活動スペース※２ 

運営Gr 

活動スペース※１ 

広報Gr（広報班） 

活動スペース 

技術支援Gr（技術班） 

活動スペース 

上
段
：模
擬
Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ 

下
段
：戦
略
画
面 

 対外 

対応Gr 
（ﾎｯﾄﾗｲﾝ1） 
 ● 

 

社
内
Ｔ
Ｖ
会
議 

 



添付資料４

ERC対応ブース　配席図

ホワイトボード

ホワイトボード

ラック（手順書等）
ラック

（ECWD）
柱

柱

ERC FAX

発電所モニタタブレット

内線電話

IP電話【地上】（904-200)

代表電話３

個人
PC

書画
装置

模擬SPDS
端末

個人
PC

ERCリエゾン

対応

ＳＰＤＳ操作

質問管理１ 質問管理２

ＥＲＣ対応者

（メインスピーカー）

ＥＲＣ対応者補助

（仕切り役）

ＥＡＬ管理リスト

・上段：模擬ＳＰＤＳ

（訓練ｼﾐｭﾚｰﾀ端末）

・下段：戦略画面

プラント状態ＣＯＰ管理

ERCリエゾン資料管理

リーダー
（本部との連携時は

本部席に着席）

【凡例】

：ケーブル

：モニタ

ＥＲＣ対応者

（サブスピーカー）

個人
PC

個人
PC

個人
PC

戦略ＣＯＰ

管理

個人
PC

ホットライン２ ホットライン１

質問管理リスト

国ＴＶ会議システム

社内ＴＶ会議

IP電話【衛星】

（904-280)

IP電話【地上】

（904-241)



ERC対応ブース　役割分担  添付資料５

TV会議

東京支社窓口も実施

ホットライン
インターネット 技術班 情報班

インターネット

ホットライン

EAL管理補助・事象進展予測

タイムキーパー補助

質問管理２
通報文管理

ホットライン２

Web-EOC

発電所発電所

リーダー

ERCリエゾン対応

【ミッション】
・体制の管理（交代体制構築含む）
・グループ状況の本部への連絡

質問管理１

サブスピーカ

【ミッション】
・プラント運転管理に係る情報提供
（具体的作業）
プラント状態，EAL，戦略，EOP等の手順説
明（メインスピーカーフォロー）

【ミッション】
・ERCリエゾンと即応センターの橋渡し
（具体的作業）
・ERCリエゾン用説明資料管理
・ERCリエゾン質問に対する回答
・ERCリエゾンからの情報を即応センター内に共有

【ミッション】
・ERCプラント班への情報提供全般
（具体的作業）
緊急情報の提供，定期的な状況説明，質問回答　等

メインスピーカ

ＥＲＣ対応者補助（仕切り役）
【ミッション】
・次回説明事項の選択（重要情報の取捨選択、緊急情報のカットイン含む）
・タイムキーパー
（具体的作業）
・資料（メモ，シート等）をメインスピーカーへ手渡し
・事象進展予測管理，通報文管理，質問管理（回答作成含む），傷病者や火災等の情報管理
・COPでの全体説明時間管理，同時発災時の説明優先順位管理　等

県・OFC対応

EAL管理

ERCリエゾン（プラント）

【ミッション】
・即応センターの補助
　（ERCプラント班の理解度に応じたフォロー，自発的，
積極的な説明の実施）
・説明資料の印刷・配布・配布履歴管理

原子力規制庁

志賀即応センター（対外対応Gr）

ERCプラント班

リエゾン資料・プラント状態COP管理

WebEOC確認，手書きCOP作成
戦略COP管理

プラント状態COP管理
ERCリエゾン資料管理

SPDS操作
簡易シート作成

ホットライン１

ホットライン

昨年度訓練課題

に対する改善点



別紙１－２

2021年1⽉22⽇ 事業者訓練スケジュール（案）

シナリオ情報を含むため非開示

取扱注意



ＣＯＰ一覧 

 

ＣＯＰ①② ＤＥＣ管理表・設備状況シート 

 

別紙１－３ 



 

 

 

ＣＯＰ③ 構内概況シート 

 



 

ＣＯＰ④ ＥＡＬ早見表 

 



 

 

 



 

 



 

 

  



 

ＣＯＰ⑤ 戦略検討 

 

  



 

ＣＯＰ⑥ プラント予測 

 



別紙１－４ 

ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料一覧） 

資料名 備付根拠 

１ 発電所周辺地図 防災業務計画 

２ 発電所周辺航空写真パネル 防災業務計画 

３ 発電所気象観測データ 防災業務計画 

４ 発電所周辺環境モニタリング関連データ 防災業務計画 

５ 発電所周辺人口関連データ 防災業務計画 

６ 主要系統模式図 防災業務計画 

７ 原子炉設置許可申請書 防災業務計画（ＯＦＣ備付） 

８ 系統図及び発電所施設の配置図 防災業務計画（ＯＦＣ備付） 

９ プラント関連プロセス及び放射線計測配置図 防災業務計画 

10 プラント主要設備概要 防災業務計画 

11 原子炉安全保護系シーケンス 防災業務計画 

12 規定類 防災業務計画 

原子炉施設保安規定 防災業務計画（ＯＦＣ備付） 

原子力事業者防災業務計画 防災業務計画（ＯＦＣ備付） 

事故時運転操作要領 防災業務計画 

13 原子力防災に関する概要資料 

・ＥＲＣ備付資料（未適合炉編） 

― 

14 原子力防災に関する概要資料【訓練用】 

・ＥＲＣ備付資料 

（Ⅰ編：２号適合炉編，Ⅱ編：１号未適合炉編） 

― 

（訓練時のみ使用） 

 



情報共有のための情報フロー 別紙２

1．ＥＲＣへの情報の流れ（全体）

即応センター ＥＲＣ発電所 緊対所

発電所ＭＣＲ

対外対応Ｇｒ
ホットライン１

対外対応Ｇｒ

ホットライン２

放射線管理班

警備班

広報班

総務班

情報班

技術班

復旧班

緊急時即応班

プラント班
対外対応Ｇｒ ＥＲＣ対応者

（スピーカー） ＥＲＣプラント班

ＥＲＣリエゾン

ＥＲＣリエゾン
対応者

総括担当

広報Ｇｒ

技術支援Ｇｒ

物資支援Ｇｒ

運営Ｇｒ

戦略
計画Ｇｒ

不調時は災害ポータル

ＥＲＣ対応者

補助

（仕切り役）

その他Ｇｒ員

訓練シミュレータ
表示端末

社内ＴＶ会議システム

不調時は端末交換or衛星系切替

総括担当
ホットライン

本部長 他

情報・技術総括

プラント状況（パラメータ）

プラント状況

（MCR状況，

プラントパラメータ）

プラント状況（現場状況）

EAL，プラント状況（通報文）

その他（プレス情報）

プラント状況（時系列表）

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

赤文字は５つの情報
○EAL
○プラント状況
○戦略
○戦略進捗
○質問回答

EAL，質問回答

プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

EAL，

質問回答

プラント状況，戦略，戦略進捗

青文字は改善事項

技術
ホットライン

情報
ホットライン

※１ ※２

※１ ＦＡＸＦＡＸ
ＦＡＸ

訓練シミュレータ（模擬ＳＰＤＳ）

発電所現場

（緊急時即応班，復旧班）

当直長

ハイスペック
プロジェクタ

※２

プラント

状況，

戦略，

戦略進

ＥＡＬ

EAL，プラント状況

（通報文）

※３

総本部長 他ローカル
モニタ

ＥＡＬ，プラント状況，戦略，戦略進捗

訓練
ｼﾐｭﾚｰﾀ

表示端末

※４

※４

※４

プラント状況

（プラントパラメータ）

プラント状況

（プラントパラメータ）

プラント状況

（プラントパラメータ）

統合原子力防災

ネットワーク

ＥＲＣ広報班

訓練
ｼﾐｭﾚｰﾀ

表示端末

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

EAL，プラント状況，

戦略，戦略進捗，

質問回答

即応センター全体に共有即応センター全体に共有
前回訓練の訓練課題の内，情報フローに関する課題は

なかった。

情報共有システム

※３



２．ＥＡＬに関する情報（説明に用いる資料：ＣＯＰ④ＥＡＬシート，ＥＡＬ補足資料）
ＥＲＣ

活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動

プラント状況把握 中央制御室 プラント状況把握 プラント班
電話連絡

口頭連絡

ホットライン 情報班 ホットライン 対外対応Ｇｒ
電話連絡

プラント状況把握 本部席 プラント状況把握 対外対応Ｇｒ
社内ＴＶ会議発話

システム入力 プラント班 システム確認 対外対応Ｇｒ
情報共有システム

口頭連絡

ＥＡＬ補足資料作成 対外対応Ｇｒ
口頭連絡
資料提示

ＥＡＬフロー確認 情報班

口頭連絡，資料提示

ＥＡＬ判断 本部長

口頭連絡

ＣＯＰ作成 情報班 ＣＯＰ確認 対外対応Ｇｒ 情報とりまとめ
ＥＲＣ対応者補助
（仕切り役）

　　　 情報共有システム（共有フォルダ保存） 口頭連絡
資料提示

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ説明 ERC対応者 情報受信
TV会議発話（必要に応じて書画装置切替）
（フロー図の説明後は，「原子力事業者防災業務計画」の該当ページを伝える。）

COP確認 ＥＲＣリエゾン
情報共有システム（共有フォルダ保存）

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ配付 ＥＲＣリエゾン 情報受信
資料配付

ＥＲＣ（リエゾン）

ＥＡＬ

項目
発電所（ＭＣＲ，現場） 発電所（緊対所） 即応センター（対外対応Ｇｒ【ＥＲＣ対応者除く】） 即応センター（ＥＲＣ対応者【補助含む】）



３．事故・プラントの状況（説明に用いる資料：ＣＯＰ①ＤＥＣ管理表，ＣＯＰ②設備状況シート，ＣＯＰ③構内概況シート，連絡メモ）
ＥＲＣ

活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動

プラント状況把握 中央制御室 プラント状況把握 プラント班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 復旧班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 緊急時即応班
電話連絡

口頭連絡

ホットライン 技術班 ホットライン 対外対応Ｇｒ
電話連絡

プラント状況把握 本部席 プラント状況把握 対外対応Ｇｒ
社内ＴＶ会議発話

システム入力 各班 システム確認 対外対応Ｇｒ
情報共有システム

口頭連絡

連絡メモ作成 対外対応Ｇｒ
口頭連絡
資料提示

ＣＯＰ作成

技術班
（ＣＯＰ①，②），
緊急時即応班
（ＣＯＰ③）

ＣＯＰ確認 対外対応Ｇｒ 情報とりまとめ
ＥＲＣ対応者補助
（仕切り役）

　 　　情報共有システム（共有フォルダ保存） 口頭連絡

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ説明 ERC対応者 情報受信
TV会議発話（必要に応じて書画装置切替）

図確認 ＥＲＣリエゾン
情報共有システム（共有フォルダ保存）

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ配付 ＥＲＣリエゾン 情報受信
資料配付

ＥＲＣ（リエゾン）
項目

発電所（ＭＣＲ，現場）

事故・
プラント
の状況

発電所（緊対所） 即応センター（対外対応Ｇｒ【ＥＲＣ対応者除く】） 即応センター（ＥＲＣ対応者【話者】）



４．事故収束対応戦略（説明に用いる資料：ＣＯＰ⑤戦略検討シート，連絡メモ）
ＥＲＣ

活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動

プラント状況把握 中央制御室 プラント状況把握 プラント班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 復旧班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 緊急時即応班
電話連絡

口頭連絡

ホットライン 技術班 ホットライン 対外対応Ｇｒ
電話連絡

プラント状況把握 本部席 プラント状況把握 対外対応Ｇｒ
社内ＴＶ会議発話

システム入力 各班 システム確認 対外対応Ｇｒ
情報共有システム

口頭連絡

連絡メモ作成 対外対応Ｇｒ
口頭連絡
資料提示

ＣＯＰ作成
技術班
（ＣＯＰ⑤）

ＣＯＰ確認 対外対応Ｇｒ 情報とりまとめ
ＥＲＣ対応者補助
（仕切り役）

　 　　情報共有システム（共有フォルダ保存） 口頭連絡

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ説明 ERC対応者 情報受信
TV会議発話（必要に応じて書画装置切替）

図確認 ＥＲＣリエゾン
情報共有システム（共有フォルダ保存）

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ配付 ＥＲＣリエゾン 情報受信
資料配付

ＥＲＣ（リエゾン）

対応戦略

項目
発電所（ＭＣＲ，現場） 発電所（緊対所） 即応センター（対外対応Ｇｒ【ＥＲＣ対応者除く】） 即応センター（ＥＲＣ対応者【話者】）



５．戦略の進捗状況（説明に用いる資料：ＣＯＰ②設備状況シート）
ＥＲＣ

活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動

プラント状況把握 中央制御室 プラント状況把握 プラント班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 復旧班
電話連絡

プラント状況把握 現場 プラント状況把握 緊急時即応班
電話連絡

口頭連絡

ホットライン 技術班 ホットライン 対外対応Ｇｒ
電話連絡

プラント状況把握 本部席 プラント状況把握 対外対応Ｇｒ
社内ＴＶ会議発話

システム入力 各班 システム確認 対外対応Ｇｒ
情報共有システム 口頭連絡

ＣＯＰ作成
技術班
（ＣＯＰ②）

ＣＯＰ確認 対外対応Ｇｒ 情報とりまとめ
ＥＲＣ対応者補助
（仕切り役）

　 　　情報共有システム（共有フォルダ保存） 口頭連絡

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ説明 対外対応Ｇｒ 情報受信
TV会議発話（必要に応じて書画装置切替）

図確認 ＥＲＣリエゾン
情報共有システム（共有フォルダ保存）

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ配付 ＥＲＣリエゾン 情報受信
資料配付

戦略進捗

項目
発電所（ＭＣＲ，現場） 発電所（緊対所） ＥＲＣ（リエゾン）即応センター（対外対応Ｇｒ【ＥＲＣ対応者除く】） 即応センター（ＥＲＣ対応者【話者】）



６．ＥＲＣプラント班からの質問への回答
ＥＲＣ

活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動 分担 活動
質問記録 対外対応Ｇｒ 質問

TV会議発話

回答できない場合 回答できる場合
情報収集 発電所各班 質問受信 対外対応Ｇｒ 情報受信

TV会議発話
口頭連絡，資料提示

技術班 電話問合せ
情報班

情報収集 対外対応Ｇｒ

システム入力 発電所各班
情報共有システム問合せ

口頭連絡，資料提示

情報収集 発電所各班

回答受信 対外対応Ｇｒ
回答連絡

回答メモ作成 対外対応Ｇｒ 情報とりまとめ
ＥＲＣ対応者補助
（仕切り役）

口頭連絡

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ説明 対外対応Ｇｒ 情報受信
TV会議発話（必要に応じて書画装置切替）

資料保存 対外対応Ｇｒ 図確認 ＥＲＣリエゾン
共有フォルダ保存

口頭連絡，資料提示

ＥＲＣへ配付 ＥＲＣリエゾン 情報受信
資料配付

ＥＲＣ（リエゾン）
項目

発電所（ＭＣＲ，現場） 発電所（緊対所） 即応センター（対外対応Ｇｒ【ＥＲＣ対応者除く】）

ホットライン

即応センター（ＥＲＣ対応者【話者】）

質問管理
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別紙３ 

前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 
 

No 問題点 原因 改善策 検証計画・確認方法 

① 戦略に係る一部のプラ

ント操作において，操作

の予告や実施状況を適切

なタイミングでＥＲＣプ

ラント班に情報共有でき

ないときがあった。 

今後プラント状況が悪化した場合に

想定される戦略についての説明が少な

かった。また，ＣＯＰ５（戦略）を

使った説明の際，最優先の戦略の説明

に注力し，その他の戦略の説明が疎か

になった。 

プラント状況が悪化した

場合に備え，事前に見込ま

れる戦略については運転手

順書を用いるなど積極的に

説明する。また，ＣＯＰを

用いて今後の戦略を説明す

る際は，各施策（原子炉注

水，格納容器除熱，電源及

び使用済燃料貯蔵プール注

水等）をバランス良く説明

することとし，その旨マ

ニュアルに明記する。 

【検証計画】 

2021 年１月 22 日の事業者防

災訓練にて，改善策が定着して

いることを検証する。 

【確認方法】 

・シナリオで主要パラメータが

急激に変化する状況を設定す

る。 

・社内の評価者及び他電力から

の評価者がチェックシートに

より以下の観点で説明ができ

ているかを確認する。 

 ➢戦略をバランスよく説明 

➢パラメータ変化時に考えら 

れる原因を速やかに説明 

➢パラメータ変化の正確な原 

因を整理し，再説明 

原因が不明確なパラメータ変動の説

明は，ある程度情報が整理されてか

ら，行えばよいと考えていた。 

ＳＰＤＳ画面で主要パラ

メータ（原子炉：水位・圧

力，格納容器：圧力・温

度）に急激な変化が見られ

た場合は，ＥＲＣ対応ブー

ス内で考えられる原因をＥ

ＲＣに速やかに説明する。

その上で正確な原因は発電

所からの情報をＥＲＣ対応

ブース内で整理した後，説

明することとし，その旨マ

ニュアルに明記する。 
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No 問題点 原因 改善策 検証計画・確認方法 

① 続き 即応センターのＥＲＣ対応ブース

は，主に「(a) 社内ＴＶ会議」，

「(b) 情報共有システム」及び「(c) 

ホットライン」の３つの多様なチャン

ネルで情報収集を行っていたが，以下

の３つの状況が重なったことで，一部

のプラント操作についてタイムリーに

情報収集ができず，ＥＲＣプラント班

への報告が遅れた。 

(a) 社内ＴＶ会議 

社内ＴＶ会議の発電所発話におい

て，ＣＯＰに記載はされているもの

の，発話のないプラント操作があっ

た。 

(b) 情報共有システム  

即応センター内のＥＲＣ対応ブース

は，重要なパラメータ変化については

情報共有システムからログの収集・記

録をしていたが，重要なパラメータ変

動を起こすプラント操作のログを見落

とすことがあった。 

(c) ホットライン 

即応センター内のＥＲＣ対応ブース

は，発電所側のホットラインの要員か

ら実施済みの操作が未実施であるとの

情報を得たことで，不正確な情報を正

しい（実際には実施済みの操作を未実

施）と誤認することがあった。 

ＥＲＣ対応ブースについ

て，社内ＴＶ会議システム

や情報共有システムからの

情報受信能力を強化（ＳＰ

ＤＳでパラメータ変化を迅

速に把握し，パラメータ変

化の原因となる操作の情報

を漏れなく確認）するよ

う，Ｇｒ員の任務及びＥＲ

Ｃ対応ブース内のインフラ

を見直す（ホットライン用

のパソコンを配備する）。

なお，ＴＶ会議発話からの

聞き取りやホットラインに

よる情報収集は口頭のみで

あるため，情報輻輳時の一

定のエラーはあるものと考

え，その他の情報収集チャ

ンネルを含めた複合的な情

報受信能力を強化する方針

とする。 

同上 
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No 問題点 原因 改善策 検証計画・確認方法 

② 通報文の記載において，

以下のとおり一部必要情

報を把握しづらい箇所が

あった。 

ａ．原災法第10条通報様

式の「その他特定事象

の把握に参考となる情

報」欄には，「別紙参

照」と記載し，別紙に

て事象発生以降の全て

の時系列情報に新たな

情報を追記する形で記

載していたが，必要情

報が把握しづらかっ

た。また，本紙と別紙

の２枚でＦＡＸ送受信

するため，速達性の観

点から改善の余地が

あった。 

ｂ．原災法第25条報告様

式の「発生事象と対応

の概要」欄は，前回報

ａ．原災法第 10 条通報様式には，発生

した特定事象の判断根拠となる情報

（必要情報）に加え，補足情報等も

極力記載する方がよいと考えてい

た。また，通報文の作成時間短縮の

ため，本紙と別紙の作成者を各々配

置し，都度２枚の通報文を作成する

運用としていたが，通報文のＦＡＸ

送受信に時間がかかることまで考慮

できていなかった。 

ａ．原災法第 10 条通報様式

には，発生した特定事象

の判断根拠となる情報

（必要情報）のみ記載

し，速やかに通報する。

また，極力１枚の通報文

にまとめて通報すること

とし，その旨マニュアル

に明記する。 

【検証計画】 

 2021 年１月 22 日の事業者防

災訓練にて，改善策が定着して

いることを検証する。 

【確認方法】 

・訓練中に作成した通報文の記

載内容が，発生した判断根拠

となる情報のみ記載されてお

り，極力１枚にまとめる考慮

がなされていたかを訓練後に

確認する。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式には，事象

の全体像（一連の流れ）を把握する

観点から，前回報告の情報も記載す

る方がよいと考えていた。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式

には，新規の報告内容の

み記載することとし，そ

の旨マニュアルに明記す

る。 

【検証計画】 

 2021 年１月 22 日の事業者防

災訓練にて，改善策が定着して

いることを検証する。 

【確認方法】 

・訓練中に作成した報告文の記

載内容が新規の報告内容のみ

となっていたかを訓練後に確

認する。 
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No 問題点 原因 改善策 検証計画・確認方法 

告事項や第10条事象発

生以前の情報が全て列

記されており，必要情

報を把握しづらかっ

た。 

ｃ．応急措置の報告に時

間を要していると捉え

られる場面があった。 

ｃ．原災法第 25 条報告様式を用いた応

急措置の報告は，速やかに実施する

ことを意識してはいたが，戦略立

案，準備開始，準備完了のどの時点

で報告するのか明確にしていなかっ

た。 

ｃ．原災法第 25 条報告様式

を用いた応急措置の報告

は，発電所本部で戦略立

案，準備開始，準備完了

の情報が共有されてから

30 分以内を目途に行うこ

ととし，その旨マニュア

ルに明記する。 

【検証計画】 

2021 年１月 22 日の事業者防

災訓練にて，改善策が定着して

いることを検証する。 

【確認方法】 

・訓練中に実施した報告が，発

電所本部で戦略立案，準備開

始，準備完了の情報が共有さ

れてから30分以内を目途に実

施されていたかを訓練後に確

認する。 

③ 

要

素

訓

練 

支援拠点内の距離が離

れた作業箇所間（汚染検

査エリア・除染エリアと

連絡員詰所）での情報伝

達を行った際に，予想外

に時間を要した。 

作業箇所間の連絡手段として人を遣

わせて情報伝達を行った。 

人を遣わせなくても良い

ように，支援拠点内で使用

するトランシーバーを配備

する。 

【検証計画】 

2021 年１月 21 日の設営訓練

及び通信確認にて，改善策が有

効であることを検証する。 

【確認方法】 

・作業箇所間でトランシーバー

を用いて通信連絡ができるこ

とを確認する。 

支援拠点内の連絡用通信機器の必要

性を認識できず，準備していなかっ

た。 

過去の訓練では作業箇所毎に別の日

に要素訓練をしていたため，情報伝達

の必要性に気付かなかった。 

毎年行う通信機器設営訓

練にて配備したトランシー

バーを用いた訓練も合わせ

て行う。 

以 上 
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別紙４ 

2020 年度の具体的な訓練対応スケジュール 

  

実施事項 

時期 

備考 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

CHECK 訓練報告 ○2019 年度訓練報告書    ▼                

 

 

 

 

 

 

※１ 

・訓練実績等を踏まえた

課題の抽出 

・前回中期訓練計画見直

し結果の検証 

 

※２ 

・原子力災害対策指針及

び原子力災害対策特

別措置法関係法令の

改正を受けた緊急時

活動レベル（ＥＡＬ）

の見直し等の修正 

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体策                   

 ・様式・マニュアルの改訂   ▼ ▼ ▼     ▼ ▼ ▽ ▽      

 ・体制の変更          ▼         

 ・他社事例反映            ▽       

 ・変更内容の周知          ▼ ▼ ▽ ▽      

 ・ドリル・要素訓練          ▼ ▼ ▽ ▽      

○中期計画見直し 

（検討項目：※１） 

     ▼             

○事業者防災業務計画見直し検討開始 

（検討項目：※２） 

   ▼     ▼21 

施行 

         

PLAN 訓練計画 ○2020 年度訓練計画策定      ▼ ▼            

DO 訓練実施 ○2020 年度訓練実施             ▽      

CHECK 訓練評価 ○訓練評価                   

 ・社内自己評価                   

 ・対策の有効性評価                   

 ・パンチリスト対応                   

 ・課題の抽出、原因分析、対策検討                   

 ・対策の方針決定                ▽   

○2020 年度訓練報告書                ▽   

ACTION 改善実施 ○改善対策の具体化                   

○中期計画見直し検討                 ▽  

○事業者防災業務計画見直し検討開始                   

PLAN 訓練計画 2021 年度訓練計画策定                 ▽  

DO 訓練実施 2021 年度訓練実施                   

 

 

 

（未定） 

（未定） 



 令和2年3月2日
北陸電力株式会社

備考

訓練は最低限の回数を記載

１．社内訓練報告書作成

２．ＮＲＡ訓練報告書作成

１．通報文記載内容の見直し

２．ＥＲＣプラント班へのプラ
　　ント状況や戦略の積極的な
　　説明

３．ＥＲＣ対応ブース（対外対
　　応Ｇｒ）の役割分担見直し
　　等

事業者防災計画の見直し検討

１．中期計画の見直し

２．今年度計画立案

［Ｄ］
訓練の実施
（全体スケジュール参照）

３Ｑ ４Ｑ

［Ｃ］

［Ｐ］

全体スケジュール

１Ｑ ２Ｑ

［Ａ］

４Ｑ
ＰＤＣＡ 検討課題等

令和元年度 令和２年度

令和２年度 原子力防災訓練に係る対応スケジュール（概要）

▽ 機能班訓練 ▽ 機能班訓練 ▽ 自治体訓練 ▽ 事業者防災訓練

（ＮＲＡ評価）

訓練を通じて対応能力の力量向上

▽ 機能班訓練

▽ 届出（ＥＡＬ改正）

▽3/2 報告書面談

▲2/19 ＮＲＡ意見交換

▽3/中旬 報告書固め

▽3/下旬 報告書提出・公表

▽2/下旬

▽3/中旬

▽4/中旬 見直し

▽4/下旬 立案

▽教育

▽マニュアル改訂

▽マニュアル改訂

▽ 届出（分社化） ▽ 修正内容説明（ＥＡＬ改正）

訓練を通じて対応能力の力量向上

▽役割分担見直し

▽対応ブース内のインフラ見直し





新型コロナウイルス感染防止対策
新型コロナウイルス（COVID-19）感染防止対策として以下を実施する。
１．各活動拠点の共通対策

・マスク常時着用，常時換気の実施
・建物入館入口付近または会議室入口近傍にアルコール消毒液の配備
・建物入館入口または会議室入室時に非接触型体温計による検温実施
・要員間の離隔距離は原則１ｍ以上確保
・離隔距離の確保が困難，対⾯着座が必要な場合はビニールカーテン等の
物理遮へいを設置

２．各活動拠点ごとの対策
(1) 原⼦⼒本部（即応センター）

・２部屋での活動（緊急時対策室への入室する要員を厳選）
・訓練プレーヤーの１割削減

(2) 発電所対策本部
・訓練上必要となる最小人数で実施

参考


